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総務委員会会議録 

 

日時      平成２４年７月３日（火）     開会時間  午前１０時０８分 

                         閉会時間  午後 ３時２６分 

 

場所      第３委員会室 

 

委員出席者   委員長  望月  勝 

        副委員長 山田 一功 

        委員   武川  勉 鈴木 幹夫 石井 脩德 山下 政樹 

             永井  学 高木 晴雄 飯島  修 小越 智子 

 

委員欠席者   なし 

 

説明のため出席した者 

 

  企画県民部長 丹澤  博  企画県民部理事 河野 義彦  企画県民部次長 古屋 正人 

  企画課長 相原 繁博  県民生活・男女共同参画課長 小松 万知代 

  生涯学習文化課長 斉藤  進 

 

  組織犯罪対策課長 松本 光義  刑事部参事官 秋山 一哉 

 

 

  議題  県出資法人経営状況説明書に係る審査 

 

     

審査の結果    審査の結果山梨県土地開発公社について、閉会中もなお継続して審査行うこと 

とした。 

 

審査の概要    まず、委員会の審査順について（公財）山梨県暴力追放運動推進センター、（公 

財）長田ふるさと財団、（公財）やまなみ文化基金、（公財）やまなし文化学習協 

会、山梨県土地開発公社の順に行うこととし、午前１０時８分から午前１０時５ 

０分まで（公財）山梨県暴力追放運動推進センター、休憩をはさみ、午前１１時 

７分から１１時４０分まで（公財）長田ふるさと財団、休憩をはさみ、午後１時 

４分から午後１時３４分まで（公財）やまなみ文化基金、休憩をはさみ、午後１ 

時３９分から午後２時まで（公財）やまなし文化学習協会、休憩をはさみ午後２ 

時１７分から午後３時２６分まで山梨県土地開発公社の審査を行った。 

 

主な質疑等 総務委員会所管出資法人 

※（公財）山梨県暴力追放運動推進センター  

 

質疑 

 

鈴木委員  ２つばかり質問するんですけれども、難しい話ではなくて聞くだけということ
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で。 

  説明書のほうの中で、暴力団の根絶の推進委員を一応８名委嘱しているところ

なんですが、山梨県下の中でも、特に私どもは石和管内ですね、この辺はどのよ

うにしているのかちょっとお聞きをしたい。 

 

松本組織犯罪対策課長  

石和につきましては、暴力団の事務所などがございますので、そういった推進

委員の方々から情報の吸い上げというのをしておりますし、それから、市町村の

暴力団排除条例の制定というのを進めておりまして、笛吹市についても先駆けて

４月に制定されたところでございます。ほかにも県警としましても、警戒の徹底

とか取り締まりの徹底をしているところでございます。 

  先般も笛吹市内で暴力団の小競り合いがあったのですけれども、その事件に関

しては５名全員検挙した事例もございます。 

 

鈴木委員  その８名は警察のＯＢとかとは思うんですが、なかなか監視する人は大変じゃ

ないですかね。私どもはわからないんだけど、どんなような監視の仕方をして、

情報を吸い上げていると思うんですが、活動をちょっと教えてください。 

 

秋山刑事部参事官  本来、警察署が１５あったときは、各警察署管内に１名ずつ、市には警察のＯ

Ｂ、特に中においては防犯、もしくは暴力団担当、また捜査一課の刑事を経験し

た方を充てておりました。こういった中で警察再編がありまして、また、予算の

削減等もありまして、現在は８名。この中においては、固有名詞は出せませんけ

れども、警察ＯＢもしくは一般の方にも入っていただいて、情報を暴追センター

のほうに定期的な連絡、通報していただく。また、年に一度、皆様集まっていた

だいて情報交換、こういったものをやっております。 

  特に、暴力担当のＯＢの方が積極的に現在、勤めている、もしくは近隣の方々

からの情報を暴追センターのほうに上げていただいているというところです。 

   

鈴木委員  もう１点、最後のほうになるんだけど、８の後段のほうの、離脱者雇用給付金

支給活動ってありますよね。これはどのぐらいの人間に対応しているというか、

支援をしているのか。現在、こういう方々が非常にふえているかどうか、この辺

をちょっとお聞きをしておきたいと思います。 

 

松本組織犯罪対策課長  

離脱者の社会復帰支援につきましては、当然、離脱を希望する者というものの、

更生を誓う者に対しては一般社会に復帰させると。非常に本人のためにも大事で

すし、暴力団を壊滅させる、人員的に削っていくという意味でも大切なものです

ので、暴追センターでは積極的に相談に乗って、活動を支援をしております。本

人もそうですが、家族から相談があったりとか、そういうものもあります。 

  一応、数字的には、現在までに１９名支援をした実績がございます。稲川会と

か住吉会が一部入っていたりとか、計１９名でございます。 

 

秋山刑事部参事官  ちょっと補足させていただきますけれども、私は暴力の捜査が長かったわけで

すけれども、こういう中で暴追センターの専務理事と一緒に年に１回、もしくは

２回ですね、甲府刑務所のほうに伺いまして、暴力団の前歴者、また、収監され

ている方々を中心に、離脱推進を図っていく。というのは、彼らは満期もしくは

出所のときに、入り口に待ち受けしているわけですよね。そういう中で刑務所と

も連携しながら早い時間に、また、同時に救済措置として再就職を暴追センター
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のほうにあっせんするとか、他県にまたあっせんすると、こういうようなことで

支援しております。 

 

鈴木委員  最後になりますけど、私の同級生にも、まあ、言い方はおかしいんですけれど

も、そういう方がいましてね、直接かかわったわけじゃないんですが、入ったこ

ともあるんでしょうね。１回入ると抜けにくいっていうふうなことで、それとも

う一つは、抜けることに対して、なかなか、昔はしたけど、今は金品とか何か持

ってこいなんていうことがあるんですが、その辺を非常に、僕らは何ともできん

のですよね。本人に聞いてみると、大変なようです。やっと手が切れたっていう

言い方はおかしいんですが、そういう方がいました。その辺は個人でやっている

となかなか大変ですけれども、警察の皆さんが、その方に御支援をしながら、結

局、いじめを受けないような体制になっていれば、暴力団を抜けていける、安易

にとは言いませんけれども、方向になるのかなということで聞いてみると、まだ、

警察に相談しているのかどうかわかりませんけれども、どうも威圧というか、圧

力をかけられて、世の中のことは、本人は抜けたって言うけど、会のほうでは抜

けたって思っていないのかもしれません。その辺が、ちょっと身近にあったもの

で、そんな質問をしたんですが。 

  県のほうでは相当そういうことも中心にやっていると思うのですが、これから

どうなるか、私どもわかりませんけれども、その辺の支援の仕方というのをお聞

きだけして終わりたいと思います。 

 

松本組織犯罪対策課長 

そうした脱退の希望を持っておられる人につきましては、まず事件化という方

法がございます。恐喝なり強要なり、あるいは傷害なり、そういった事件化とい

うのがありますし、あとは暴力団対策法上、中止命令というものが出されます。

威嚇をして、抜けちゃだめだとか組に入れとかいった場合には、中止命令という

のがすぐに出せます。かなり事件よりも手続には簡易なものになります。そうい

った手段もありますし、あるいは本当に抜けたいと思っているのであれば、警察

が組長のほうに言って離脱証明書みたいなものを取ったりとか、そういった支援

もしますし、幾らでも対応はできますので、前広に相談していただくというのが

一番だと思っております。 

 

永井委員  ２点ほど内容の確認だけさせていただきたいんですが、６９７ページの正味財

産増減計算書の中で、まず１点目に、経常収益のところで、１番ですね、基本財

産運用益というのがあると思うんですが、これ、前年に比べて６００万円近くふ

えているんですけれども、これは国債か何か、どういった形で。 

 

松本組織犯罪対策課長  

基本財産運用益はほぼ国債の利益とか利息とかなんですけれども、ここでは前

年度分が公益財団法人に移行した関係で、５カ月分しかちょっと計上されていな

いんです。通年にしますと大体１,０００万円ぐらいで例年上がっています。 

 

永井委員  多分、じゃあ同じ、４番の事業収益の責任者講習委託料収入もそういった関係

で５カ月ということでいいんですか。 

 

松本組織犯罪対策課長  

はい、そのとおりでございます。 
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小越委員  昨年から甲府市内の暴力団の問題がありまして、官民一体揃って、暴力団追放

のために力を合わせていかなければいけないなと思っております。そこで、幾つ

かお伺いしたいんですけれども、まず、今、永井委員からもあった続きかもしれ

ませんけど、７０９ページ、平成２４年度予算実施計画の中で、経常費用の広報

啓発費事業費が前年度予算に対して２４３万円ですよね。約半分になっているの

は何でですか。何で減っているのか教えていただきたいと思います。 

 

松本組織犯罪対策課長  

７０９ページ記載のとおりでございます。まず、平成２３年度の予算実施計画

というのは、前年度の繰越残高３３０万円、これを含めて、全体で２ ,１０１万

円の収益及び同額の支出という計画を立ててやっております。前年度予算額の部

分です。例年同じ考え方で、前年の繰越残高、これを予算実施計画に組み込んで

まいっておりました。この方法は決して間違ってはいないのですけれども、その

前年度の繰越残高を使い切ってしまうわけにはいかない。それを使い切ってしま

えば、情勢に応じて必要な執行というのがその年、できなくなってしまいますの

で、平成２４年度の予算実施計画におきましては、その前年度の繰越残高を除い

た１,７９１万円の収益及び同額の支出という計画にいたしております。 

  これに伴いまして、予算実施計画の各項目、広告費も含めまして各項目を全般

的に縮減しているところでございます。広告費がやはり金額的に多いものですか

ら、その下げ幅もちょっと多くなっておりますが、あくまでも計画でございます

ので、これは２３０万円の範囲内で効果的な広報というもの、それは努めてまい

りますけれども、その情勢に応じて暴力団情勢によっては２３０万円を超える執

行というのもしっかり検討して、積極的な広報をしてまいりたいというふうに考

えております。 

 

小越委員  ということは、広報啓発活動が半分の活動事業内容になるということではなく、

あくまで予算上の話ということで、そうすると予算と事業計画がどうしてこうリ

ンクするのか、ちょっと疑問には思います。 

  それから、もう一つ、この推進センターは山梨県が約５０、それから市町村が

１６.８、民間が３２.７ということで、民間からも出資していただいて官民一体

となってやっているということなんですけれども、経営的な問題のところで収益

がどうなるかということが非常に、それに伴って今もありましたけれども、どん

な事業が行われているかに左右されるんですけど、その中の一つに事業収益があ

ります。これは前のほうにあったんですけれども、６９３ページの７番、責任者

講習、調査及び情報収集活動の公安委員会からの委託に基づき、各事業所の責任

者責任者講習を開催ということで、県からの財政的関与の状況を見ますと、人件

費のほかに委託費ということで、これは公安委員会から責任者講習をすることに

対して、お金が推進センターに来ている。それが１８０万円くらいあるんでしょ

うかね。それは、公安委員会の予算から、この推進センターにお金が出されてい

るということでいいのか。そうしたら、この委託費というのは随意契約なんでし

ょうか。 

 

松本組織犯罪対策課長  

こちら、県からの予算が入っております。そして、ほかで同じような団体があ

るわけではございませんので、随契をしております。 

 

小越委員  だれもができる話ではないので必要かと思うんですけれども、随意契約で、そ

れで、予算がないということになりますと、県からこの責任者講習をふやして、
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人数をふやして委託費を使うというふうに、だんだんずるずるになっていってし

まったらまずいかなと思いますので、随契を必ずしていくなら、ときにはしっか

りと随意契約が必要かどうか、一般競争入札を含めて検討してもらいたいという

ふうに思っています。 

  それから、ここの民間と一緒にやっている中では、先ほどありました、経営の

ところでお金をどういうふうに運用していくかというところで、国債の運用益も

だんだん減っていく中では、賛助会員、寄附のところをしっかりしなければいけ

ないという指摘があるんですけれども、賛助会員さんは今、何人で、賛助会費は

今、幾らなんでしょうか。 

 

松本組織犯罪対策課長  

賛助会員につきましては、本年の３月末時点で４６個人、４４９団体でござい

ます。年間に個人から１口３千円、団体からは１口１万円の賛助金をいただいて

ございます。複数口、申し込んで入れていただいている方もございます。合計し

ますと、平成２３年度の賛助金収入、合計５８７万円余となっております。こち

ら、ほぼ数字的には横ばいでありながら、若干、減少する傾向にあるのが実情で

ございまして、会員の獲得にさらに努めてまいりたいと思っております。 

 

小越委員  会員の獲得、運用益が少なくなっていく中では、どうやって賛助会員、寄附を

集めていくのか、具体的にどのようにやっているのかお伺いしたいと思います。 

 

松本組織犯罪対策課長  

先ほど申しましたとおり、既に４６個人、４４９団体に賛助会員になっていた

だいておりますので、なかなかこれを新規に広げていくというのは簡単なことで

はないのですけれども、そこは勧誘に努めているところでございます。 

  主な勧誘活動といたしましては、暴追センターでは事業所の責任者を対象とし

た責任者講習というのを年間２０回開催してございます。暴力団からの不当要求

に対する対応要領などを教示するような講習でございます。そういった機会に働

きかけをして賛助金のほうの勧誘もしてございます。 

 

小越委員  じゃあ、責任者講習に各事業所の方々が来ると、賛助会員になってくださいと

いうふうにありますけど、一般の方々にはステッカーとかのぼりだとか、皆さん

と一緒に暴力団追放の運動、活動を甲府市内ではいろいろな地域でやっています

けれども、個人の方々には声はかけることはなく、この責任者講習の事業所に１

口１万円のやつを何口か入ってもらうということなんですね。 

  これ、事業所の経営が大変になっている中では、なかなかそういうものがどの

ぐらいふえているのかなと思うんですけれども、３千円が多いか少ないかはわか

りませんけれども、さらに多くの方々に暴力団追放の運動に参加してもらうとい

う中でも、個人の方々にもう少し、まあ、もっと安くしてほしい、という考え方

もありますし、ステッカー１枚と交換というのもあるかと思いますけれども、何

か民間の方々の力をかりるということであれば、そういう知恵も少し必要ではな

いかと思うんですけど、いかがでしょうか。 

 

松本組織犯罪対策課長  

一般の方に対する働きかけ、責任者講習などの関係を除いた一般の方への働き

かけとしましては、暴追山梨というようなパンフレットというか、資料を配布し

ておるのですが、その中で賛助会員の勧誘をしているということもしております。 
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山田委員  ６９４ページで、たまたま理事会でですね、山梨県暴力追放運動推進センター

経営健全化プランというのがここに提出されているんですが、経営健全化という

ことは、こういうプランがあるということは、現在、経営が健全ではないと。そ

の裏返しには、多分、今言う、賛助会員とかが少ないとか、いろいろな事情があ

ると思うんですが、ここではどういうことが議題として提案されたのか。 

  それとあわせて５番の基本財産の運用結果と今後の資産運用ということで、昔、

アルゼンチン債を買ってとか、実際に県が国債出資はしているんだけれども、そ

の後の運営が、いわゆる実際には法人で運用していくことができちゃうので、現

実問題、そこに当財団は財産の運用に関してはこうだっていう、やっぱり規約が

多分あると思うんですが、その辺がどうなっているかをお聞かせをいただきたい。 

 

松本組織犯罪対策課長  

まず、経営健全化プランでございますが、これは当法人だけではなくて、法人

全般でやっておられる話でございまして、それぞれ法人ごとにランクがあって、

暴追センターにつきましては、非常に一番いいほうのランクで、健全の方策とし

ましても、先ほども既に話が出たとおり、賛助金とか寄附金を募っている。そし

て、財政を潤沢にしていこうというところが健全化プランの中に入っております。 

  それから、基本財産の運用結果ですが、これはほぼ国債が大部分を占めておる

のですが、こちらの運用益が毎年１ ,０００万円ほど続いております。こちらが

暴追センターの頼みの綱というか、収入源になっておりまして、これは約６億の

基本財産。こちら、取り崩すことのできない基本財産の運用をして、そういった

利益を得ているものですけれども、基本財産につきましては、それを取り崩すと

いうことはありませんで、ずっと継続しているところです。 

 

山田委員  というのは、今後の資産運用ということを主に聞きたかったのですが、それは

なぜ聞いたかというと、実は、７０６ページの中に、満期運用目的の債権及び内

訳の中で現在の帳簿価格と時価で、この時価もどの時点での評価か、まあ、後で

聞きたいのですが、ここでたまたま１２０回の利付国債が一応マイナス評価にな

っていると。これは通常、元本割れというのはないんだけれども、一つの大きな

金額なので、それは市場で評価した場合にはマイナスになることもあるので、こ

れはどういう評価が、マイナスが立っていたがゆえに私は今の今後の資産運用も

あわせてリンクさせる形でお聞きをしたということです。わからなかったらまた

後ほど聞かせていただければ結構です。 

 

飯島委員  暴力のない安全で住みよい山梨県を実現するためにということですが、暮らし

やすさ日本一になるように努力されているということですが、少子高齢化という

全体的な人口の環境の中で、暴力団の組数とか団員の増減というのは、ここ５年

間とか、そういう何か傾向があるのでしょうか。教えてください。 

 

松本組織犯罪対策課長  

暴力団勢力の推移につきましては、ここ数年減少傾向にございます。全国的に

もそうですし、県内でもそうでございます。これは、暴排条例が施行された影響

というのが大きいかと思っておりますし、取り締まりをずっと続けてきたという

部分もあります。 

 

飯島委員  ただ、人口の割合に山梨県は多いとか、そういう特色があるかと思うんですが、

あとは、全体的に数は減っているかもしれませんが、若年化しているとか、その

辺の特徴的なものを、きょう答えられなくても結構ですから、情報をいただきた
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いなと思います。 

  あと、この間、ハーブの問題がありましたが、傾向として、麻薬とか、あと売

春とか、いろいろな暴力団がかかわっているそういう事件があると思いますが、

その重立ったものというか、特徴的なものを山梨県としてどういうふうに取り組

んでいるのかというのを簡単で結構ですから教えていただきたいと思います。 

 

秋山刑事部参事官  暴力団の情勢というものについては、まず初めに、３０年ぐらい前は７５０名

ぐらいいたんですね。それがだんだんと、これは先ほどお答えしましたように、

平成４年の暴力団対策法が施行されたと。同時にまた、暴力団の寡占化と同時に

山梨の例をとった場合、やっぱり一本化できなくて昨年５月にはいわゆる総長派、

反総長派等に出てきてしまったと。こういう中で、先ほど答弁の中にもあるよう

に、県の条例、こういったもので、いわゆるこれまで暴力団を支援していた、利

益供与をしていた団体、もしくはこういったら、語弊があるかもしれませんけれ

ども、飲食店とか、こういった個人が一切今度は金を出さなくなったということ

で、彼らもだんだんとやっぱりそれは高齢化している中において、やくざでは食

っていけないという中で、かたぎ、いわゆる反社会を離れていくという傾向にあ

ります。 

  また、同時に資金源の関係については、先ほど委員からもお話がありましたよ

うに、ハーブの関係については、これは今、前回の総務委員会のお話のように、

合法ハーブだといっても取り締まりを厳しくして、いわゆる非合法ハーブなり麻

薬、そういったものの販売をやれば、それは薬事法、こういったものを適用した

り、また同時に、暴力団の資金源というのは、これは今も変わりませんけれども、

覚醒剤の密売というのは、今、山梨一家もあれば侠友会もありますけれども、大

きな資金源になっている。 

  ちなみに、一番多いときは２５０人ぐらい検挙したんですけれども、最近では

大体１００名弱。これも取り締まりが厳しくなったということと同時に、ただ、

覚醒剤というのは依存性がかなり強くて、再犯性も強い。１人のいわゆる覚醒剤

中毒者を検挙すると、その背景には５０人の薬物乱用者がいるということになる

と、これはアバウトな考えですけれども、１００名いれば５ ,０００人ぐらいの

乱用者がいるというように考えてもおかしくないということで、警察は取り締ま

りを暴追センターとともに、また、各種団体と一緒に情報を共有しながら取り締

まりを強化しているところでございます。 

 

高木委員  先ほどの話でちょっと確認したいんですが、６９７ページの賛助金のところで

すが、個人が３千円で法人が１万円でしたね。個人が４６名でした。法人は何名

ですか。 

 

松本組織犯罪対策課長  

４４９団体ございます。 

 

高木委員  ４４９掛ける１万円と考えていいわけですか。 

 

松本組織犯罪対策課長  

いえ、複数の口、同じ者が。 

 

高木委員  はい、分かりました。数字が合わないからちょっとと思って聞きました。 

  今、飯島委員から暴力団の数だとか、犯罪の主なものという話が出たんですけ

れども、１年と１カ月ぐらいたっているんでしょうか。甲府市内、暴力団同士の
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抗争が非常に市民の生活を脅かすということの中で、警察も相当神経をとがらせ

て、私たちがちょっと買い物に行ったりしたときも異様に感じたりするほどの状

況がずっと行われてきました。随分精神的にも、あるいは管理上もいろいろ大変

だったと。警察官自体も体力的にもこれは大変な思いをした１年１カ月だった。

だけれども、まだ収束していない。でも、徐々にそちらの方向に向かっていると

いうふうには聞いているんですけれども、いつどうなるかもわかりませんけれど

も、実態はどんな状況なのか。非常に気がかりなところですのでお聞きしたいと

思います。 

 

松本組織犯罪対策課長  

対立事案につきましては、昨年５月から始まっております、山梨一家というの

が分裂して、県下各地で小競り合いを起こしたところでございます。これに対し

ては、関係箇所の警戒措置の徹底、それから違法事案に対しては検挙の徹底、そ

れから資金源対策というのをやってまいりました。暴追センターもそうですし、

民暴弁護士の方とか市町村等々と連携をしまして、みかじめ料などの資金源対策

を封圧してきております。現在、山梨一家から離反した山梨侠友会というのがあ

るんですが、こちらは相当縮小してございますし、小競り合いも見られなくなっ

ております。 

  ちなみに検挙につきましては、計３６人逮捕しているところでございます。た

だ、山梨侠友会は縮小したとはいっても、壊滅はしていない、消滅はしていない

ものですから、そして対立している構図も根本的なところは少しも変わっていな

いというところでございますので、引き続き警戒と検挙、そして資金源対策、こ

ういったものも強力に推進していきたいと思っております。 

 

高木委員  今の話を聞いて少し安堵するところもあるんですけれども、逆に、侠友会が小

さくなることによって、片や相手側が、その後がもっと怖いなという感じもしな

いでもないんですね。さらにその辺のことを踏まえた中で、警察当局はどのよう

にお考えになっているのか、先ほどもちょっと触れていましたけれども、もうち

ょっと突っ込んだ話を聞かせていただけませんか。 

 

松本組織犯罪対策課長  

稲川会山梨一家というのが県内の最大勢力で、山梨侠友会と争っている現段階

でございますけれども、確かに山梨侠友会のほうからこちらのほうへ寝返ってい

るという傾向はずっと続いております。ですので、引き続き、例えば資金源対策

のような、小競り合いとは別で、組織の弱体化を図っていくような恒常的な対策

というのを引き続きとっていきたいと。組織ごとに県警としましては重点的に取

り締まるべき団体というのを定めているんですが、現在の最重点は山梨一家とい

うものに定めておりまして、重点的に取り締まりをしていきたいと思っておりま

す。 

 

 

※（公財）長田ふるさと財団 

 

質疑 
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小越委員  相和銀行の長田さんが出資をしてつくられた財団だとお話にありました。そし

て、包括外部監査におきまして、寄附者の強い思いによる特別扱いされた助成事

業が含まれている、云々かんぬんということが指摘をされて、それの改善という

こともありましたけれども、そこには山の都ふれあいコンサート、ふれあい文庫

図書購入事業費、看護職定着事業ということで３つ書いてありますけれども、こ

れを３年間これから助成額を減額して、ゆくゆくはその助成もやめるという方向

でいいんでしょうか。 

 

小松県民生活・男女参画課長  

ただいまの３事業につきましては、県民生活に定着しまして、また、一定の効

果があるという中で、突然やめますと、これが存続できないというような事業も

ありますことから、３年程度の期間の中で徐々に減額するということで、申請が

出てきた場合、１年目が７５％、２年目が５０％、３年目が２５％ということに

減額をして、最終的には同じ事業では助成は行わないということとしております。 

 

小越委員  しないことになりますと、例えば看護協会がやっております看護職定着事業、

これは２２年度、１００万あるんですけれども、それは看護協会などで独自にや

るということになるんですね。 

 

小松県民生活・男女参画課長  

同じ枠組みの中でその事業提案をしてきますと、そういった今、言ったような

廃止の方向で考えていくわけですけれども、内容について、時代にも即したよう

な新規事業を提案してきた場合にはまた改めて議論をし、場合によっては選定を

していくということになります。 

 

小越委員  もう一つ改善する話で、県民の看護師さんの選定方法と表彰の内容のところが

ありました。副賞として海外研修旅行、ナイチンゲールのふるさとを訪ねるとい

うことで行くという話を聞いたんですけれども、それはお１人幾らで、何日間で、

どこに。毎年同じなのでしょうか。 

 

小松県民生活・男女参画課長  

１人当たり上限額は４５万円ということにしておりますけれども、その年によ

って実はコースは見積り合わせを取りますので変わってきます。ただ、基本的に

はナイチンゲールの生誕の地ということでイギリス、それからフランスというこ

とで、旅行会社のほうから見積りを取ります。期間は８日間ということでやって

おります。 

 

小越委員  それで、今度はこの海外研修を、大きい病院の方しか海外研修、８日間空ける

となると職場に穴があいてしまうので、そういう人しか選定されないのではない

かといった中では、今後、その海外研修の制度をやめてというか、違うものに改

善して、副賞を別にするとか、それから、普通の開業医のところの看護師さんを

含め、広く表彰されるべき方々をどうやって拾っていくのか、その点をお伺いし

たいと思います。 

 

小松県民生活・男女参画課長  

副賞の方向については、今後、私どもがまず事務局として検討し、理事会、評

議員会に諮っていくこととしております。ただ、海外旅行につきましては、８日

間ということで、確かに大きい病院でないと行けないということがかなり出てき
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ますので、そこについては寄附者の意向がイギリス、海外旅行というようなこと

ではありましたけれども、そういった意見がある一方で、より多くの看護師さん

に行きやすい環境をつくっていくということももちろん必要かと考えますので、

そのあたりは今後、各運営委員、理事等の意見も聞きながら検討を進めていきた

いと考えております。 

 

小越委員  県民の看護師さんというのと、看護大会のときに知事も出て、看護の功労表彰

の方もいらっしゃると思うんですけれども、県民の看護師さんには副賞の海外旅

行があって、それ以外のたしか表彰もあったと思うんですけど、その違いとかす

み分けとか指定の仕方とかはどう違うんですか。 

 

小松県民生活・男女参画課長  

今、お話のありましたもう一つのほうは、福祉保健部の医務課のほうでやって

いる表彰のほうの関係だと思うんですけれども、そちらのほうについては私ども

でちょっと詳細を存じておりませんけれども、私どものほうでは、県民の看護師

さんの方の募集の要綱がございまして、こちらのほうに当てはめまして審査をし

て決定をしております。 

 

小越委員  そうしますと、この県民の看護師さんという表彰と、医務課がやっている看護

師さんの表彰と、二本立てで同じようなというか、私、両方とも県民の看護師さ

んかと思ったら、よく見たら違っていて、看護大会で医務課が表彰するものと、

このふるさと財団が表彰するものとどこが違うのか。同じことを県は医務課でや

って、こっちは出資法人でやっているというのはどこが違うんでしょうか。一本

化できないんですか。 

 

小松県民生活・男女参画課長  

この県民の看護師さんの表彰につきましては、寄附者が後から平成５年度に１

億６ ,０００万円寄附したときに、こういった特に看護の方に関する、労に報い

るような形を示してやってほしいという意向を受けて、その当時、こういった海

外旅行、副賞を行うというようなことで財団の事業としてやってきておりますの

で、私どもの方では今のところ、この財団の当時の意向、考え方を受けながら実

施をしていく考えでおります。 

 

小越委員  それで、前はたしかふるさと財団だと思うんですけど、今回、長田とわざわざ

つけたのは何でなんでしょうか。理事長が長田さんという方です。で、冠をつけ

る、個人名を、出資法人であるところに長田という冠をつけるのはなぜなんでし

ょうか。 

 

小松県民生活・男女参画課長  

当法人は、昨年に公益財団法人ということになっておりますけれども、昨年度

に公益法人としてのスタートを切る際に改めて、寄附者でありまして、設立当事

者ともいえますこの長田さん、ご兄弟でございますけれども、この故郷に寄せる

思い、尊い志、それから公平・公正な思いというものを記念して、この財団名に

名前をつけたということでございます。 

 

小越委員  出資法人で県もお金を出していますし、多分、事務局は男女共同参画課でやっ

ていますよね。県がお金を出して、そして民間の名前をつけて、そこに表彰する

というのは、私は出資法人、公的資金が入っている中で、わざわざ民間の理事長
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の名前を冠つけるというのはいかがなものかというふうな気がします。じゃあ、

理事長がかわって田中という人になったら田中ふるさと財団になるのか、この寄

附者の意向によってということになりますと、じゃあ、出資法人として県の考え

方はどうなるのか。そして、県が事務局を多分やっていますよね。このふるさと

財団の長田さんの相和銀行のところじゃなくて、県がそれを主導して事務局をや

っている中では、わざわざ長田という名前をつけて、冠をつけていく、公的機関

として、出資法人、県がなっているわけですからね、私はちょっと不適切ではな

いかと思うんですが、いかがですか。 

 

小松県民生活・男女参画課長  

当財団、５億円の基本財団でございますけれども、実質的には最初に２億９ ,

８００万円、後から２億円ということで、４億９ ,８００万円を長田さんの出資

によるものというところがございまして、そういった、大変、当時のふるさとへ

の熱い志、これがあって、この財団が設立されたという経緯というのが大変重い

ところがあるというふうに受けとめられます。そういったことから、この公益法

人になるときに、そういった議論、もちろんあったかとは思いますけれども、長

田という名前をつけるということで決まったというふうに考えております。 

 

小越委員  それは事務局に聞いても仕方ないかもしれませんけれども、私はね、出資法人。

だったら長田さんがこの財団をつくって、個人的にやってもいいような話かなと

思うんですよね。わざわざ県が出資して、わざわざ今回、公益財団法人になると

きに名前をつけ直したんです。長田という名前を。前、ふるさと財団でしたけれ

ども。どうして県がやる事業なのに、この長田さんの寄附の意向がこんなに反映

されて、そのことが特定のところに入っていくのかというのは、やっぱり不適切

にだんだん近くなってくると思うんです。この包括外部監査のところの最後のと

ころにも、これはこのところだけでなくて、ほかの法人にも当てはまるんですけ

れども、事務局を県がやっていると。出資法人。ほかのところはかなり自分たち

でやっているんですけど、このふるさと財団とやまなみ文化基金、それから小佐

野記念。ここも名前、冠がついているんですけど、幾つかは事務局を県がやって

いると。それは県ではなく出資法人として独立するべきではないかということも

指摘をされております。私は出資法人でこれだけお金を出していて、長田さんと

いう名前をつけて、で、県がやっている県民の看護表彰も同じようなことをどう

してやるのかなと思います。それだったら出資法人、県が出しているんですから、

県がやろうとしている目的に沿うことに、もっと違うことに展開できると思いま

すし、もっと整理をすればいろいろなところに使えると思うんですけど、私はち

ょっとこの名前をつけたことも含めて不適切でないかなと思います。 

 

小松県民生活・男女参画課長  

当財団につきましては、２３年度から公益財団法人に移行したということでご

ざいます。より公共性、それから公平性、透明性を確保する中で事業を効果的、

効率的に実施していくことが本来のこの事業の目的、趣旨であると考えておりま

すので、引き続き適切な運営が図られるよう努めてまいります。 

 

小越委員  最後確認ですけれども、事務局はじゃあ、もう県がやらない方向でいいんです

か。事務局を引き揚げるとか。２３年４月、これによりますと、長田ふるさと財

団５人、やまなみ文化基金５人、県職員、臨時非常勤が入っていますよね。理事

長さん以外の、その下の方は多分県の職員、丹澤さんが副理事長に入っています

ので、理事会の中でも、長田さんの意向は、お金は出したかもしれませんけれど



平成２４年６月定例会総務委員会会議録 

- 12 - 

も、県の出資法人にして、県が事務局もやっていて、そして長田さんの意向に沿

っていく、こういう流れをずっとこれからも引き継いでいくのは、私はちょっと

不適切ではないかなと思うんですけど。 

 

小松県民生活・男女参画課長  

確かにこれまで意向を重視してきたということについてはそのように感じて

います。そういった中で、公益財団法人に移行していますので、今の理事長は長

田庄一さんの御子息ではあるんですけれども、包括外部監査でこういった指摘を

受けたということは全部、資料もお持ちし、お話をしております。そういったこ

とから、指摘された点については改善をし、そして、よりよいこの財団が運営で

きるというようなことで、これまでの長田さんの意向ということばかりだけでな

くて、広く県民に向けてこの事業が有効に活用されるような、そういった運営が

できるようにということで考えております。 

  ですので、長田さんにもそういった意向についてはある程度理解はいただいて

おります。ただ、事務局につきましては、そうは言いましても、当時の財団設立

の経緯というものがございまして、今回も確認はとっておりますけれども、県の

ほうで運営するということでただいま考えております。 

 

山田委員  じゃあ、ちょっと事務的な点で済みません。２５ページの正味財産増減計算内

訳書を見ると、これ、教えてもらえればいいんですけれども、たまたま５億円の

指定正味財産を４０ .５％ずつここに配分をして、法人会計が１９％の果実を得

ているのかどうか、ちょっと計算上、今見たのでわからないのですが、助成事業

と表彰事業の２つに分けて、このフォーマット、形式は、いつからしているのか

という。ちょっと私も正味財産、分割しているという事例を、５億円じゃなくて

ね、事業ごとに割り振っているのは初めて見るので。 

  それともう一つ、２０ページの第２回の理事会ですね。ここに特定費用準備資

金等取扱い規則の制定というのがここで制定されているのですが、関連性もこれ、

あるのか。私としては、この特定費用準備金という、法律用語というかが初めて

なものですから、関連性があるのかも含めてちょっとお聞かせいただきたい。 

 

小松県民生活・男女参画課長  

この案分につきましては、今回の決算からこういったことを形式として行って

おります。今回、私ども公益財団法人になって初めての決算ということでしたの

で、公認会計士の方に御相談をして、こういった形で案分をして決算としており

ます。 

  それから、特定費用準備金の話なんですけれども、特定費用準備金につきまし

ては、当財団、平成３０年に設立して３０周年になるということになりますので、

そこで記念行事を行うということに向けて準備金を積み立てていこうという案

をかけたものでございます。ただ、これにつきましては、準備金として内容が記

念誌の発行、それからパーティーというような内容で出しましたところ、これを

出して一たん決議を受けたのですけれども、公益事業のほうの認定審査会、私学

文書課にございますけれども、そちらに変更申請ということで出そうということ

で準備をしていたところ、そういった内向きの事業は公益法人としては適さない

ということを言われまして、一たんこれについては取り下げまして、予算のほう

からも２３年度決算の際に積立てをしていくということにしていたのですけれ

ども、それを行わないということでこういった計上を行っております。 

 

山田委員  そうすると、結論から言うと、この規則は制定はされたけど運用はしないとい
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うことでしょうか。 

 

小松県民生活・男女参画課長  

そうでございます。また改めて準備金については、今後、内容について検討を

していくこととしております。 

 

山田委員  じゃあ、済みません、これ以上しませんから。この比率の根拠がね、ちょっと、

４０ .５ずつに合わせて、法人へ１９％割り振った、この根拠は何かあるんです

か。 

 

小松県民生活・男女参画課長  

まず、法人会計のほうについて、事務費、管理費についてこのぐらいあればと

いうような試算を行いまして、その残りの金額について２つの公益事業で半分ず

つにしたということでございます。 

 

山田委員  ということは今後もこの比率を、一度決定すれば、この後、守らなければいけ

ないので、この果実を超えて顕彰事業、あるいは助成を多くするという、こうい

うあれはもうなしという、そういう、ある意味の、自分で首を絞めることになる

んですけれども、それの確認だけをして終わりたいと思います。そういうことで

しょうか。 

 

小松県民生活・男女参画課長  

もちろんそういった考えでやっておりますけど、どうしても足りなくなった場

合には法人会計のほうから補てんをしていくということに、決算時にそういった

形をとることになります。 

 

山田委員  法人会計はないですよね。じゃあ、いいです。ありがとうございました。 

 

飯島委員  長田さんに限らず、今の経済状況だと、財団の皆さんはとても運用益が少ない

ので、やり繰りが大変だと思います。２２ページの正味財産の増減計算書を拝見

しましても、できるだけ経常費用は縮小という努力も見られる中、細かいのです

が、雑費だけが大変突出しているんですね。この中身をお聞きしたいと思います。 

 

小松県民生活・男女参画課長  

この雑費でございますけれども、１６万２ ,７５０円のうち、経理のコンサル

料が１５万７ ,５００円。これは先ほど申し上げました、初めて決算をやるとい

うことで、経理のコンサルをお願いした費用でございます。 

 

飯島委員  ありがとうございます。それで、２８ページの、いわゆる運用している商品、

あるいは金融機関ですね。私も昔、財団にちょっといたことがあって、運用をや

った経験があるんですが、少しでも有利な商品とか、金融機関を使っていると思

うんですが、今、書かれている山梨中央銀行の県庁支店とか大和証券の甲府支店、

この選定に関しては方針とかいろいろなことがあると思いますが、選定について

はどんなことで決められたんでしょうか。 

 

小松県民生活・男女参画課長  

運用に関しましては、やはり有利で、そして安定的であるということを第一と

しております。したがいまして、昨年は下のほうの投資有価証券でございますけ
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れども、これについては平成２３年度に４社から見積り合わせを取りまして、や

はり一番利回りのよかったものを取ったということであります。ことしはたまた

ま４月に３億円のちょうど償還になったものがありまして、その際にはなかなか

その３億円をまとまって運用するということが難しくて、かなり私どものほうも

いろいろと情報収集をして、より有利にということを考えてまいりました。そう

いった中で、国債と比較して有利な新発の金融機構債、これを予約をして購入し

ております。結果として、国債の平均利回りと比べて若干ではございますけれど

も、利率のよいものが購入をできております。 

 

※（公財）やまなみ文化基金 

 

質疑 

 

小越委員  午前中の長田ふるさと財団と同じようなお話になるかもしれませんけれども、

包括外部監査の指摘が、このやまなみ文化基金については非常に厳しい指摘が

多々出されております。いわば県費による事務局運営がされているにもかかわら

ず、寄附者の意向に基づき法人の統治が行われていると推測されても仕方がない

状況という厳しい指摘、意見が出されております。 

  それで、包括外部監査によりますと、例えば理事会、評議員会の出席率が低調

だと。ひどいときは３３％、４４％という理事会もあったとあります。それから、

助成の対象になるものが、外部のものが決定プロセスを事務局が提案したものだ

けで、どうしてこういう助成になったのかというプロセスがないと。それから、

過去５年間に寄附をしたグループが行う事業に対して助成金を出していたのが

ほとんどであったと。それから、山日新聞さんがやるものに、そこに恣意的に決

定が行われて、法人のチェック機能がなかったということが、もとは山日新聞さ

んの３億かもしれませんが、それを全額山梨県が受けて、県が出資法人をしてい

るわけですから、それをある特定のところに払うのはまことにゆゆしき事態だっ

たというふうに、私はこの包括外部監査を読んで、本当にこれでよかったのかと

いうふうに覚えております。 

  それで、この包括外部監査の指摘を受けて、このきょうの報告の中の評議員会、

理事会の議題に、さっきは長田ふるさと財団があったのですが、包括外部監査の

指摘の対応ということが第１回、臨時、第２回とないのですけれども、どのよう

に論議をされ、どう改善されてきたんでしょうか。 

 

斉藤生涯学習文化課長  

小越委員の御質問にお答えいたします。委員御指摘のとおり、包括外部監査の

ときに指摘事項では１点、それから幾つかの御意見をいただいております。委員

が今、お話しなされましたように、まず、寄附者である山梨日日新聞、それから

山梨放送からの独立性というものが確保されていないのではないかという部分

につきましては、今回、４月１日からの公益財団法人への移行に際しまして、そ

れまでは８名中３名の理事さんということでございました。それが理事６名とい

たしまして２名の方、３３ .３％、３分の１という理事構成、それから評議員に

つきましては前年度までは８名の評議員さんを９名にいたしまして、その中で８

名中４名グループの方がいらっしゃいましたけれども、９名中３名、こちらのほ

うも３分の１というふうに理事及び評議員を３分の１というふうな形の構成を
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経て、公益財団法人への移行につながったところでございます。 

  それから、具体的にこれまでの助成対象事業につきまして、原資を出資されま

した企業グループの事業が毎年１ないし２、助成対象事業になってきたことにつ

きましても、これまで毎年、申請を多くの方からいただいておる中で、客観的に

県民にとってどういう事業をすることが一番県民の皆さんが喜ばれるのかとい

う視点に立って助成対象事業を決定いたしてきておりますので、引き続きそれを

より透明性を高めるという意味で、この公益財団法人移行の機に改めまして、新

しく助成事業選考委員会の設置をさせていただきました。この第三者機関となり

ますそれぞれの舞台芸術ですとか、いわゆる文化活動、芸術活動についてのいろ

いろな知見をお持ちの第三者機関の皆様方に助成事業一つ一つの御審査を客観

的にいただこうということで助成事業選考委員会の設置をさせていただいたと

ころでございます。 

  

小越委員  選考委員会はどのような方々で、その方々は今回、今年度、申請されたものに

ついて、前は客観的根拠がなく、１００％のところもあれば６５％、５０％の助

成内定額、全然ばらばらで、なぜこの金額なのかわからないということなんです

けれども、こういう事業についてはこのぐらいのお金が要る、そしてこのぐらい

の人数が見込まれるということを含めて、資料を提出していただいて、それを取

りまとめて提案するのは、ここの事務局の生涯学習文化課なんでしょうか。 

 

斉藤生涯学習文化課長  

まず、新たに設置いたします助成事業につきましての選考委員会でございます

けれども、それぞれ、例えば舞台芸術にかかわる専門の方々、それから生涯学習

的な視点をお持ちの方々ということでの委員を選考させていただいております。 

  それから、これまでの助成事業につきまして、県が事務局を担っておりました

ところでございますので、いわゆる公益性とか、その事業対象が広く県民に開か

れた事業であるのか。あるいは、基本的な基準でございますのは、事業として１

００万円を超える事業ということで、ある一定の規模で県民の皆さんへの影響力

がある事業ですとか、そういう基準の中で判定をさせていただきましたので、特

にうがったような見方をされる恐れがあるという御指摘に対しまして、今後は透

明性を高めたいということで設置をさせていただいたところでございます。 

  

小越委員  ということは、透明性を確保するために、選考委員会の公開ですとか、どうし

てこうなったのか、幾らになったのかということはできる。それから、選考委員

の皆さんへの報酬、選考委員の方の旅費、そういうものは出るんでしょうか。 

 

斉藤生涯学習文化課長  

そもそも、まずこの公益財団法人の事業目的でありますが、その目的を達成す

るための３億円の基金から発生する、わずかな果実をできるだけ多くの皆様にお

届けをするというのが第一義的でございますので、これまでも理事、それから評

議員という役員の皆様には無報酬でお願いをいたしておりますので、当然、今回、

助成事業選考委員会でお願いする皆様方も無報酬でお願いをするということで

進めております。 

  また、今後につきましても、こういった事業が継続的に少しでも多くの皆様方

に享受していただけるように、毎年の事業につきましては、できるだけ連続して

助成対象にならないような配慮等も加えまして進めてまいりたいと考えており

ます。 
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小越委員  ということは、午前中の長田ふるさと財団と同じように、３年で打ち切りとか、

１回受けたところの事業はもう出さないとか、２年目は５０で切るとかっていう、

そういう方針はお持ちなんでしょうか。 

 

斉藤生涯学習文化課長  

委員のおっしゃるとおりでございまして、私どもこれまでも１回助成対象に該

当いたしますと、翌年に引き続き申請が出されても、私どもの基準をお話し申し

上げまして、しばらくお待ちをいただくということを、これまでも継続的にやっ

てきております。ですから、連続して２年あるいは３年というふうに、同じとこ

ろに私どもから連続して助成することはこれまでもございませんでした。 

  

小越委員  この包括外部監査によると、Ａ社の１８年の「葉っぱのフレディ」があって、

その後「ピーターパン」があって、「エビータ」があって、１回だけＢ社が入っ

ていますけど、５年間で、９回のうち、８回がＡ社、そこなんでしょうけど、そ

うしますと今度は、この寄附をしていただいたところに恣意的とか、そこに偏る

のではなく、助成事業は広く県民の皆さんから出されたものを審査して、そして

決定されるということで、かなり透明性が確保されるかとは思うのですけれども、

そうは言いましても、いろいろな芸術とか文化とかの助成事業って県にもありま

すよね。県の国民文化祭初めいろいろなことが。それをわざわざこのやまなみ文

化基金で助成をするというのは、何か意図するものがあるんでしょうか。 

 

斉藤生涯学習文化課長  

実は、こういう助成事業というのは、県等ができないエリアをとても支えてい

る重要な部分でございます。委員がおっしゃる原資を出資された事業者につきま

しては、これは毎年、いろいろな魅力ある事業をしていただいておるところでご

ざいますけれども、その中でも、本県における規模の大きな、例えばミュージカ

ルというふうなものを、当該事業者以外がやっていただければ、そこが当然、助

成対象となると思うんですけれども、なかなか多くの事業者が競ってそういうこ

とをやっていただける状況下にない本県事情も加えますと、多くの申請事業が横

並びで審査をしたときに、私どもとすれば、多くの県民の皆様にとって優れた舞

台芸術を鑑賞できるような事業内容に対して助成をしたいというふうなところ

で公平・公正な審査というレベルで審査をしてきたつもりでございますし、今後

は、先ほど申し上げましたように、助成事業選考委員会という委員会を第三者機

関として設置をいたしますので、その中でより透明性、公平性を高めてまいりた

いと思います。 

  

小越委員  この４９ページを見ますと、２４年度の実施計画は、助成金の支出ですね、前

年度に比べて、前年度が５３０万円、２４年度予算は１４０万円で、３９０万円

も減っているんです。こんなに少なくしてしまうと、先ほどお話のありました、

県民にとって舞台芸術やよりよいものが、すごい少ないですよね。昨年と比べて。

それがちゃんと確保できるんでしょうか。 

 

斉藤生涯学習文化課長  

実は、基本財産の運用の節目を迎えまして今年度の特殊事情も絡めてでござい

ます。今までの運用利率よりもこのところの経済状況下でございますと、運用の

切りかえの、ちょうど前年度末から今年度初めにかけまして、運用利率は大変低

く再びなってまいりました。そういった中におきまして、２４年度の事業計画を

つくるに当たりまして、運用の切りかえでどのぐらい縮小してしまうのかという
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ことも含めて、２４年度の事業規模を少な目につくらせていただき、残った場合

は２５年度にその分を積みまして、再度助成をしたいというふうな考え方がござ

いました。 

  それに加えまして、今回の２４年度の事業費が少なくなりましたのも、申請事

業者、幾つか申請をいただいたのでございますけれども、やはり申請内容により

ましては対象外とならざるを得ないような事業、あるいは中身につきましていま

一歩、該当には届かないというふうな申請内容もございましたので、精査をした

結果、２４年度の事業規模になったということでございます。 

  

小越委員  じゃあ、この１４０万円で、先ほどお話しになった、県民の皆さんに資するよ

うなことがどうやってできるんでしょうか。該当するものがないとか対象外とか、

１００万ぐらいのものって言いますけど、いろいろな舞台芸術を見ますと、それ

なりにお金がかかる。ブロードウエーの「サウンド・オブ・ミュージック」とか

いろいろ書いてありますけれども、そういうものでしか対象ができないとなりま

すと、やはり幅が狭くなりますよね。もっと小さい文化活動も含めて援助すると

いうふうにはならないんでしょうか。１４０万円しかないとすると、この１００

万円って１件か、２件行かないところになりますと、この基金を使っての文化活

動がどこかの１つのところだけに１回ぽっきり１００万円助成するよりも、もう

少し分けて、３０万円とかで幾つかの地域にやってもらうと、そういうふうにな

らないんですか。 

 

斉藤生涯学習文化課長  

繰り返しのような答弁になりまして大変恐縮でございますけれども、２４年度

につきまして、１１件の申請がございまして、それに対しまして最終的には４件

選ばせていただきましての１４０万円でございます。それぞれ該当しました事業

につきましては、県民福祉のために役に立つという事業認定の御評価を理事会、

評議員会でいただきました内容でございます。それ以外のものにつきましても、

御説明したところで、対象外にさせていただく旨を御理解いただいた結果でござ

います 

  

小越委員  それで、長田ふるさと財団のところでも言ったんですけれども、やまなみ文化

基金と長田ふるさと財団は篤志というか、寄附をしていただいた方の意向に沿っ

て、事務局は県でやっておりますよね。ほかの出資法人は自分たちで何とか事務

局をつくってやっているんですけど、この２つは外からお金をいただいて、そう

したらそこの方々がやっていただければあれなんですけど、事務局をずっとこれ

からも県がやっていくんでしょうか。どなたかからいただいたものが、県が全部

文化活動に使っていくということであればあれですけれども、だれかの恣意的な

ものが入るようなものは極力排除していくのが普通であり、それなのになぜか事

務局を県が持っているのはいささか解せないんですけど、事務局機能は今後どう

していくつもりなんでしょうか。 

 

斉藤生涯学習文化課長  

今の御質問、２点要素があったと思いますが、まず１点目の、今後も県の中に

事務局を置くか置かないかということにつきましてですが、先ほど申し上げまし

たように、少ない果実をできるだけそのまま県民の皆さんにお届けしたいという

ことになりますと、管理費としての人件費、こういったものに何百万も使ってし

まうわけにはまいりません。そういった意味で県職員が事務局を担っているとい

うことでございます。ですから、県から出そうとしましたときには、その事務局
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の家賃ですとか光熱費ですとか、そういった管理経費も人件費も含めてかかるこ

とになりますので、そういった意味の管理経費を少しでも少なくして、県民の皆

さんにそのまま果実をお届けしたいということが第一義的にございます。 

  もう１点につきましても、やはり今後、私どもの検討課題とはさせていただく

つもりでございますけれども、そういった他の出資法人につきましても、協調的

な関与ができるということができますれば、先ほどのような、１カ所が管理費を

負うというスタイルでなければというふうな検討は課題であろうと思います。 

  

小越委員  であれば、山日新聞さんに事務局をお願いして、県は理事会、評議員会の中で

公平性なこういう立場にあるということもできるかと思うんです。この出資法人、

小佐野記念財団もありますけど、どなたかが寄附していただいて、それを全部県

が受けて、出資法人にしたという、その成り立ちのところがいささか解せないと

いうか、なぜそこに出資法人で公的金が入って、名前がついたり、出資した方々

のところにプラスになるようなことになるというのは、ちょっと私は解せないの

で、少なくとも事務局はお返しをして、そちらにやっていただいて、そして評議

員会や理事会の中で、山梨県として出資しているわけですからちゃんと意見もし

て、公平で公的な、この包括外部監査にあるようなことになってもらっては困り

ますので、これは全面的に変えないと、この指摘のとおりだったとすると大変な

ことになっていたなというふうに思っておりますので、これを深く反省していた

だいて、次のところに持っていってもらいたい。この包括外部監査の指摘のとこ

ろについての教訓と今後のことを最後にお聞かせいただきたいと思います。 

 

斉藤生涯学習文化課長  

包括外部監査につきましてのその後の私どもの指摘に対する、あるいは意見に

対する対応策として、今回、公益財団法人格を取得するに当たっての理事会の構

成メンバー比率、あるいは評議員会のメンバー比率、それに加えて透明性、公平

性を高めるための事業の第三者的な選考を可能とする助成事業選考委員会の設

置、これで包括外部監査で御指摘をいただいたものについての対応は、私ども、

万全の体制が敷けたと考えております。よろしくお願いをいたします。 

 

山田委員  財産のことで１点だけ、済みません。基本財産の中に、指定正味財産に３億が

足りなかったから普通預金を持ってきているんじゃないかなとちょっと思って

いるんですが、４７ページですね。これ、３億円を維持しなきゃいけないので、

普通、指定にこの普通預金を持ってくるということはちょっとないので、その形

態だけ教えていただけますか。４７ページでもどこでもいいんですけど、例えば

４７ページであれば、基本財産のところに普通預金が来ています。あるいは４５

ページだったら指定正味財産の投資有価証券の下に普通預金が来ています。 

  つまり、３億円をこれは維持するために、急遽、１本足りないから普通預金を

指定で入れたんじゃないかなと私は推測するんですが。 

 

斉藤生涯学習文化課長  

山田委員の御質問にお答えいたします。具体的に基本財産という部分につきま

して、１円たりともそれを欠かすという状況がどこかにあってはいけないという

のが大原則でございます。ここにございます普通預金につきましては、例えば１

億円の債権を買うときに、９ ,９５０万円で買えた。その差額が手元に残る。そ

ういう部分について普通預金に置いておくという現象は生じますので、３億円を

キープするための普通預金計上ということではございません。 
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※（公財）やまなし文化学習協会 

 

質疑 

 

小越委員  ちょっとみんなが気になっているところで、指定管理の収入が主なんですけれ

ども、文化ホールの指定管理から外れて、今度、県民会館もなくなるとなります

と、今後の財政運営はどのようにされていくんですか。甲斐市だけなぜか指定管

理、手挙げてますけど、これから県民会館がなくなったりしますと、もっと違う

ところにも指定管理で手を挙げていくような方法を考えていらっしゃるんです

か。 

 

斉藤生涯学習文化課長  

委員の御指摘のとおり、甲斐市の双葉ふれあい文化館の指定管理導入の情報を

察知しましてすぐにその指定管理者の応募準備に入ったところでございます。今

後も各市町村の文化施設に指定管理者制度が導入されるという情報があれば、積

極果敢に文化学習協会が手を挙げていく姿勢でございます。 

  以上でございます。 

 

小越委員  うまく指定管理が取れればいいかもしれませんけれども、文化ホールのときも

そうなってしまいましたし、指定管理が取れなくなった場合は、この生涯学習セ

ンター、そこの県からの業務委託ということだけになってしまいますと、この目

的の、個性あふれる文化の創造と生涯学習社会を構築するという、ここのところ

の目的がどうなるんでしょうか。財政的な問題から。 

 

斉藤生涯学習文化課長  

前提の話として将来が暗いような話は私の立場ではちょっとできません。まず、

文化学習協会の設立目的に忠実に職員が一丸となって取り組むような指導を私

どもいたしております。ですから、指定管理者制度の導入というのは全国的な流

れの中で、いわば戦国時代に入っておることはもう間違いない。その中で県出資

法人のそれぞれのプロパー職員の意識改革を進め、今後もそれぞれの組織母体を

どう自分たちが守っていくのかということについて、自分たちがまず意識改革を

進めながらスキルアップも図り、県民の皆様からきちんとした評価が得られるよ

うな事業活動に向けて邁進していくというふうなことを私どもが指導監督する

立場にございますので、この方向性を鋭意努力を続けまして、今後も事業活動が

少しでも広がっていくような努力を継続してまいりたいと考えております。 

  

 

 

※山梨県土地開発公社 

 

質疑 

 

永井委員  １ページ、土地造成事業のところで３つ、長期保有の土地開発公社が持たれて
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いるんですけれども、その中で私、山梨ビジネスパークのことについてちょっと

お伺いしたいと思います。 

  まず、この山梨ビジネスパークですけれども、３つ事業があって、まず最初に、

この山梨ビジネスパークの開発、どのような経緯で行われて、国が主導で行われ

たのか、それとも県が主導で行われたのか、また、販売する区画が国の事業と県

の事業が分かれていると伺っているんですけれども、その状況をまずお伺いいた

します。 

 

相原企画課長  それでは、永井委員の御質問でございますけれども、山梨ビジネスパークの経

過についてですけれども、まず、平成２年の２月に旧頭脳立地法によりまして、

県が甲府地域集積促進計画を策定いたしまして、その国の承認を経た後、中核的

業務用工業団地として整備をしたものでございます。これが平成２年２月の時点

のことでございます。 

  それから、その後、県からの意向もあって、事業は国の特殊法人地域整備公団、

これはその後に中小企業基盤整備機構に改編をされておりますけれども、国の特

殊法人に全体計画１６ヘクタールのうち１０ヘクタールを国の事業として実施

をしてもらったということでございます。平成２年の２月から４年の１０月にか

けて、これは県からの要請で公社が買収を行ったわけですけれども、国の機構が

実施したところが全体１６ヘクタールのうち１０ヘクタール、残りの６ヘクター

ルが県の公社が事業を行ったということでございまして、平成６年９月から平成

７年１０月にかけて造成をいたしまして、平成８年５月から分譲を開始したとい

う状況でございます。 

  

永井委員  最初、この造成を県が行って、その後、国の今の中小機構が１０ヘクタールだ

けを管理をして、６ヘクタールを土地開発公社が管理をされたというお答えでし

たけれども、平成２年からその計画ができたと。このビジネスパークの開発につ

いて、ちなみに、ここ全体でこの１６ヘクタール、どれぐらいの経費がかかって

いるのか伺います。 

 

相原企画課長  全体の事業費でございますが、残っている資料によりますと、６５.８億円と

いうふうに確認ができております。 

  

永井委員  ちなみに、この６５.８億円、国と県の、今、１０ヘクタール、６ヘクタール、

この区分というのは。 

 

相原企画課長  この６５.８億円のうち、おおむね４３.８億円が国の事業、それから県の公社

の事業が２２億円という区分でございます。 

  

永井委員  非常に大きなお金をかけて、当時、これを、つくったときにはちょうどバブル

の時代だったということで、非常に大きなお金をかけてこの山梨ビジネスパーク

をつくられたということでありますけれども、現在、この山梨ビジネスパーク、

分譲の空きの状況というのはどうなっているんですか。 

 

相原企画課長  国の機構が事業をした部分と、それから、県の公社が販売した部分とがありま

す。それで、国のほうがかかわって販売した部分はすべて分譲は済んでおります。

それから、県の公社が事業をした部分については、全部で４区画の販売をしたと

ころでございますけれども、このうち、名前で言うとＥ２という区画ですけれど

も、こちらが１区画、未分譲というところでございます。 
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永井委員  １点確認をしておきたいのですが、ちなみにこの分譲を行ったセクションとい

うか、この分譲を営業して販売をする、これは多分、国の部分もそうだと思うん

ですが、そのセクションってちなみにどこかわかりますか。 

 

相原企画課長  現在の組織セクションということになりますと、産業集積推進課ということに

なろうかと思いますけれども、当時は工業振興課というふうなセクションだった

かと思われます。 

  

永井委員  ありがとうございました。 

  未分譲土地がまだ、Ｅ２区画があるということで、これも公社の整理のために

は早急に売却をしなければいけない。また、八田の御勅使南地区工業団地とか大

塚地区の部分に関しても、まだ未分譲の工業団地があるというふうに伺っていま

す。ちなみに、公社としてこれをいつぐらいまでに売却をする予定なのかお伺い

させてください。 

 

相原企画課長  これは先ほど改革プランのほうを説明させていただきましたけれども、ちょっ

と先ほどそこの部分を省略させていただいてしまいました。改革プランの中でも、

この土地造成事業についての未売却の土地の扱いについて記載がございますけ

れども、先ほどの改革プランでは１９ページ中ほどにございますけれども、平成

２４年度末の完売を目指して積極的な販売促進に努めるとしておりまして、平成

２５年度当初においても、これがまだ売却できないという場合には、その処分の

方法について対応を再検討するというふうな方針となってございます。 

  

永井委員  平成２４年度中の土地の売却ということは、今年度末までにこの３つを売り切

るということですけれども、非常に厳しい状況であるというふうに思っています。

ちなみに、ちょっとこれはビジネスパークではないのですけれども、八田の地区

のほうは非常に特殊な形状の部分が売れ残っているということで、これ、平成２

５年度、売れなければ多分来年度ということなんでしょうけれども、ちなみに、

この改革プランの２０ページの部分で、平成２６年の４月にはもう実質、職員が

いらっしゃらなくなるということになりますので、それ以降、この公社の事業と

いうか、売れ残った部分、平成２６年以降はこの工業団地の今言った３つの分譲

と、多分、法人業務のみを行うというふうな予定になっていると思うんですけれ

ども、このようなことでできるだけいろいろな部分の中でコストカットをしてい

くべきであるというふうに思っております。 

  その中で、ビジネスパークの中、例えば調整池というのが、さっきの未分譲の

下のＥ２の区画にあるんですけれども、例えば調整池の移管、中央市に移管をす

る、北側に同じような形で公園なんかもありますので、公園みたいな形で移管を

すれば、管理費等も削減をしていくことになると思うんですけれども、そういっ

た部分も検討すべきだと思いますが、いかがでしょうか。 

 

相原企画課長  御指摘をいただいたところですけれども、県の公社が販売をした区画の一部の

調整池、出水の調整機能を果たす池の用地がございますけれども、この部分につ

きましては、近くを流れる川の改修が終了した時点で必要がなくなるということ

でございますけれども、近くの川というのは鎌田川でございますけれども、この

改修が予定以上におくれておりまして、まだ１０年以上かかるというふうな状況

でございますので、そういったことも見合せながら検討をしなければいけないと

思っておりますけれども、この維持管理経費を抑制しなければいけないというこ

とは公社のほうとしても本当に真剣に考えなければいけないところでございま
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して、公社が実質的に職員がいなくなるというところの中で、ここの地元市町村

への移管ということについても検討してまいりたいと考えております。 

  

永井委員  今、鎌田川の改修が１０年以上、これ、かなりおくれているということで、そ

のための調整池だというふうに伺っているんですけれども、この回り、ビジネス

パークの回りには２５メートルの取水をされるところを掘ってあるというふう

に伺っていますので、そういった部分を活用していけば、この調整池、公園にか

えて管理等を任せれば、年間、微々たるものだと思うんですけれども、例えば草

刈りの費用なんかも削減ができると思いますので、そういった部分をぜひ、いろ

いろな部分の中でコストカットを検討していただきたいというふうに思ってお

ります。 

  最後に、今おっしゃっていたんですけれども、平成２６年度に実質職員がいら

っしゃらなくなるということで、現在、この土地開発公社、そちらにも部長がい

らっしゃいますけれども、企画県民部のほうの所管になっております。実際は、

平成２６年度、職員がいなくなった後に残りの業務、先ほどもちょっと申しまし

たけれども、未分譲の売却と管理の業務だけというふうになります。先ほど、冒

頭の説明にもありましたけれども、この、要はそもそもビジネスパークをつくる

最初の計画、甲府地域集積促進計画というのは、今の産業労働部ですね。当時の

商工労働部がつくられたということだったり、先ほどもちょっと伺ったんですけ

れども、こういう土地の売却等を行っているのが産業集積推進課であるというこ

とも考えれば、この平成２６年度以降、どこかがこれを管理し、売却をしていか

なければならない。私はそういった部分の中で産業労働部が所管するべきだとい

うふうに思いますけれども、御所見のほうをお伺いできますでしょうか。 

 

相原企画課長  先ほど改革プランの説明をさせていただいたところですけれども、もし今、未

売却の土地が売却できなかった場合にどうするかということについては、今年度

中に無理でしたら平成２５年度に検討をするということになっておりまして、改

革プランの中ではこの土地の取扱いについてまだ触れてはおらないという状況

でございますので、今後、実際にそうなった場合にどうしていくのか、公社にま

だ残して管理していく、あるいは永井委員の御指摘のような、県のほうに移管し

たらというような御意見も参考にしながら、今後十分に検討して、また議会にも

御説明をさせていただきたいと考えております。 

  

永井委員  多分、ことし、この３つの土地、売れ残ると思いますし、平成２５年度、また

改革プランを変更するときに、ぜひそういった、もう本当に平成２６年度まであ

と２年しかないわけですので、そういった具体的なこともどんどん、これ以外も

詰めていっていかなければいけないというふうに思いますので、ぜひその部分、

積極的に検討をしていただきたいと思います。 

  

鈴木委員  簡単に聞きたいんだけど、昭和４３年から４９年に法律のもとに公社の３事業

を進めてきました。この間からの質問を聞く中で、どうも他人事というかのよう

な感を、人のやったことだからあれなんですけれども、今、ここに及んで長年、

資産それから負債等の関係ですね、１００億円を超すような状況になっていて、

そう見ると、平成２４年度にある程度は、ことしいっぱいというんですか、業務

を、あるいは同じになるというか、やらないほうがいいのかどうかわかりません

が、平成２６年度に職員がいなくなる。こういうことの中で、長年、理事長さん

は何人もやってきたわけなんだけど、これはもうバブルが崩壊したからという理

由づけもあるかもしれないけれども、そのフレームのこと等を含めて、最初は公
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社というのは、やはりより多くの土地造成等に向けていい方向に行けるための公

社であって、今、考えると、県民に対してどういう話をして締めくくりをつけて

いけるという方向性ができていない。それは検討委員会はできているかもしれな

いけれども、なかなか私たちが見ていても本当に歯がゆい。きょう、丹澤さんは

理事長さんですから、理事長さんというのはたくさんいましたけれども、もう収

束に向けたような形の中で、本当に県民の人たちが納得できるような方向性でな

いと、県も、県会議員も同じに見られるんですよ。事実。県が悪いとなると、県

会議員も悪いからというふうな見方もされたりもする。結局は計画の中での予算

が出ても、私たちは野党ではない限りは賛成していかなければならない。だけど、

その歯がゆさというのは、多分、理事長もそうだと思うけどわかるんですね。 

  やはりそういうものが、いろいろな細かいことの積み重ね、いろいろとっても

みんなうまくいっていないような感がしているんですね。そういうことを考える

と、やはり単純に、じゃあ、今、説明したからどうこうということではなくて、

本当にこれから開発公社はどうなっていくんだということを県議の皆さんには

っきり言って、調査委員会が調査委員会がということじゃなくて、今、理事長と

して、ここの平成２３年から２６年の間、どういうことをしていくんだというこ

との説明をちゃんとつけてくれないと、与党であってもその信に応じられない場

合だって、私は出てくると思うんですね。その辺の考え方を理事長としてどう考

えますか。 

 

丹澤企画県民部長  御指摘の点でございますけれども、土地開発公社、これは歴史的に見れば、設

立当初、高度成長のころ、山梨県内陸型の工業団地を造成するとか、公共用地を

右肩上がりの中で用地買収を早目に先行取得をして、十分成果を出してきたと思

います。それがバブルがはじけて、右肩上がりの地価という構造がなくなった時

点以降、社会的にそごを来したといいますか、役割がもう十分果たせなくなって

きていた。それに、今、振り返れば、どこかの時点で早くそこに見切りをつけれ

ばよかったのかなというふうにも思いますけれども、結果的に米倉山に過大な投

資をする、工業団地についても、結果的には地価が下がる中でかけた費用が回収

できないというふうな事態になっておったわけでございます。 

  平成２２年の１２月に改革プランをつくって、公社についてはもう新規の事業

はしないと。もう債務処理や売れ残りの土地を売却するだけにする。それで、公

社は平成４９年に廃止をするという計画を立てて、過去の県当局、それから役員

等、それはここに至ったことに関しては責任はそれぞれ分担しなければならない

とは思いますけれども、結果的にこういう事態になってきた。平成２２年１２月

の改革プランでは、平成２３年度から２５年度までは売れ残りの土地を売って、

それが過ぎたらもう専属の職員もなしにして、債務を返済するだけにするという

計画で淡々と行く予定であったわけでございます。そこまでは議会の皆さんにも

説明をして、了解をいただいておったことでございます。 

  しかし、今回の大塚工業団地のこのような問題が起きまして、さらに追加的な

費用負担の問題が出てきた。その全額がまだ見通せないわけでございますけれど

も、それを繰り込みながらまた改革プランの見直しをして、新しいプラン案を２

月議会までにはお示しをして、そこで検討をしていただくということでございま

して、現時点での土地開発公社理事長は私でございますので、今に至るまでの土

地開発公社、結果的にはこのようなことになったことについては責任は十分感じ

ております。具体的な、じゃあどうするかという話につきましては、来年２月の

議会の中でまた説明をさせていただきたいと考えております。 

 

鈴木委員  今の理事長さんを私は責めているわけじゃないけれども、今までがなあなあで
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来たことは事実なんですよ。やっぱり先送りしてきたからこそ、今こういうこと

になっている。今からの問題というのは、先ほど言ったように、今、負になった

金がある。今、これだけ負債があるのは、これを例えば来年の２月時点にペイで

きるかというのはなかなか難しいでしょう。これは県民の税金を使ってやってい

ることです。基本的には。これは私たち県会議員が納得したからどうこうの問題

じゃない。やはり県民が本当に理解していただける、いただかなくてもそれまで

の努力をしてやっぱり周知徹底を図らなければ、私たちは手を挙げるか判をつく

かどうかはわかりませんけれども、賛成できません。 

  だから、これまでの間、２月に例えば方向性だとするならば、この２月の間に、

特に９月議会とか１２月議会までに、これははっきりさせてもらわんと、やはり

私たちが、まあ、ほかの議員はわかりませんけれども、賛成できない立場にある

ことは事実なんです。だから、その辺をやっぱりいろいろな問題で個々の問題が

出てくるかもしれないけれども、それをわきまえながら、これからの答弁をして

いっていただきたい。答弁は要りません。 

 

山田委員  私からすれば、昨年議員になって、こういう数値を見て、それまでどうしてい

たのかなということをちょっと疑問に思うんですが、きょうは公社の今回の決算

と次年度の点ということに限るということでございますので、何点か質問させて

いただきますが、仮に６ページの財産目録をちょっと見た場合、まず１点目は、

長期借入金が民間金融機関で１３億４ ,０００万円あって、それに対する金利が

１,１００万円ぐらいですかね、載っている。その負債に関する金利が少し安い

ように思うんですが、これはどこの金融機関で何％ぐらいで借入れをしているん

でしょうか。 

 

相原企画課長  融資を受けている金融機関は複数ございまして、それぞれこういった金利の時

代でございますけれども、相当な低金利で融資は受けていただいて、すべて県の

ほうの債務保証がついておる融資ということでございますので、金利のほうがそ

ういうふうに低くお願いできているということになっているものと考えており

ます。 

 

山田委員  こちらのページの２０ページを見ると、プロパーの職員の配置が平成２３年度

の４月で３名ということで、平成２４年度に２名減ることになるのですかね。そ

うすると、この期に及んでと言ったら失礼ながら、退職給与引当金を６ ,０００

万円、ここで盛っているんですが、この退職金はどなたにあげる分なのか。やは

り本来なら平成１９年度というか、米倉山はちょうど私が平成１１年度の時点で

どうするんだといって、防災検討委員会に入ったときに、多額の借金を抱えてい

るということで、これを見ると平成１９年度からの資料があるのですが、あの時

点でもう既に破綻していたというふうに考えるのが普通の感覚でありまして、そ

れから１４、５年たっているわけで、その間、これ、退職金が普通に払われると

いうのは、我々の感覚ではちょっと考えにくいのですが、これは何人分の、だれ

の分として引き当てているんでしょうか。 

 

相原企画課長  人数といたしましては３人分でございます。ことしの３月末に１人退職をして

おりますので、その退職した方の分が１人。それから、今、まだプロパーの職員

が２名残っておりまして、それぞれ３０年以上の勤務でございます。今、公社の

職員の給与も何％かカットしておりまして、また、退職手当についても県に準じ

て、またそれ以上に抑制をする中で考えておるところでございますけれども、ル

ールにのっとった３人分の引当金が３月末の時点では計上しておったというこ
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とでございます。 

   

山田委員  ３名いたということなんですが、わかりました。 

  次に、新しい質問ですが、人件費支出がキャッシュフロー上見ると、３ ,１０

０万円出ているんですね。そうすると、３名だとすれば、１人１ ,０００万円ぐ

らいが人件費として支出されたことになるんですが、それと仕事の事業量が見合

っているのかなということがちょっと疑問としてあるんですが、それについてお

答えお願いします。 

 

相原企画課長  昨年はプロパーの職員が３名おりました。それから、それ以外に公社の専務理

事、これは県職員のＯＢでございますけれども、おりまして、４名でございます。

ちょっとそれ以外の要素があればまたちょっと担当から聞いてみますけれども、

２人でとか３人でということではございません。 

   

山田委員  じゃあ、その件は、人の生活にもかかわることなので、余り突っ込むわけにも

いかないかなと。 

  最後の質問でありますが、破産債権として山梨ビジネスパークが５億８ ,１０

０万円。これに対して貸倒引当金が５億４ ,３００万円、一応設定はしてあるん

ですが、これはたしか競売に今回入った中に入っていたような気がするんですが、

この差の数字は、現在を把握している状況の数字なんですか。 

 

相原企画課長  ビジネスパークにつきましては、Ｄ１からＤ３という３つの区画が譲渡はいた

しましたけれども、途中から契約金の回収ができない状態になっておりまして、

その３つの区画とも競売にかかったり、これからかかるというふうな状況でござ

います。既にかかっている部分もあるんですけれども、落札者というか、買い取

る方がいないような状態でございまして、今、４ ,４００万円ほどを、仮に競売

にかかった場合に回収できる費用というふうに見込んでおりまして、その差、５

億８,１００万円と５億４,３００万円の差額が今のところの回収できる見込みの

額というふうに整理をしてございます。 

   

小越委員  改革プランのところにあります１５ページ、土地造成事業売却済みの土地２件

について未収金が発生しており、現在のところ回収の見込みが立っていないこと

から、引き続き未収金の回収の取り組みが必要であるとあります。６ページの財

産目録を見ると、事業未収金、公有用地大月分譲宅地あっせん事業受託事業費が

あるんですけれども、この土地２件、未収金が発生しておりというのは、これは

平成２２年のプランですけど、現在のところ、未収金のままになっているんでし

ょうか。未収金の回収に向けてどのような取り組みをされているのかまずお聞き

します。 

 

相原企画課長  未収金の状況は、この財産目録、あるいは貸借対照表のとおり、ことしの３月

末の時点ではこの２件の未収金がそのまま残ってございます。ただし、大月のほ

うの分譲地につきましては、昨年度、調整交渉が成立いたしまして、来年４月末

までには入金になる予定でございます。 

  それから、５ .８億円につきましては、先ほど、山田委員からの御質問にあっ

た部分でございますが、ビジネスパークのＤ１からＤ３の区画、３区画を売却し

たわけですけれども、１７年ごろから回収ができなくなって、現在、倒産し、破

産をしている状態ということで、この部分が５.８億円、まだ未収金の状態で残

っているというところでございます。これが３つの区画に分かれておりまして、
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それぞれ土地の所有は公社でございますが、建物の所有はまた別の整理回収機構

等ということで、非常に複雑になっておりますけれども、今後まだ競売等の手続

に入る予定のところもございまして、今、そのような状況を見ているという段階

でございまして、まだここの部分が５.８億円、未収金ということでございます。 

  

小越委員  ということは、この財産目録の事業未収金、大月分譲宅地、約５億円が消える

というか、減って、この負債と足し算、引き算の正味財産、それが６５億円とな

るという理解でよろしいんですよね。そうしますと、例えば、この前、お話があ

りました、この前の転石が出たところの処理費用が５億円より少なかった場合は、

新たに費用を追加することがなくても、この資金繰りで行けるということですか。 

 

相原企画課長  おおむねそういうことでございます。今回、大塚の工業団地にかかる費用がそ

れ以内でおさまれば、新たな追加的な県の財政負担というのは生じないというこ

とでございます。 

  

小越委員  それから、先ほどもお話がありました、１９ページの平成２４年度以降、土地

造成の完売を目指し、というところは、多分、ここの今年度事業のところであり

ます、１４ページのこの地区拠点工業団地市川三郷大塚２期、販売区画１区画と

いうのは、既に１区画は例のケルが買ったので、残りの隣のところが１区画残っ

ていて、あと、ここの八田と、それからビジネスパークのところですけれども、

これを平成２４年度までに、ちょっと難しいような話はありましたけれども、処

分の方法について対応を再検討するというのは、もうこの平成２２年度の時点で

かなりこれは売れ残ってしまうんでないかなということでこの文章があるかと

思うんですけど、この間、これについて何か検討というか、今後の展開を考えて

いることがあったんでしょうか。 

 

相原企画課長  平成２２年１２月にこの改革プランをつくった時点で、まだ未売却のところは

４区画ございまして、そのうち１区画が売れたので、残りが３区画という状態で

ございます。まず公社としてはどのようにこれを売却していくかということ、そ

こに最大限の努力をする必要があるということでございまして、産業集積推進課

のほうでもこの辺についても力を入れていただいて、そういったことに努めてき

たということでございます。プランの中では、平成２４年度中に売却できなかっ

た場合に、平成２５年度になってそこの取扱いを検討をしていきたいということ

をプランで示したというふうに考えております。 

  

小越委員  それから、１ページの、ここの事業をやった内容の中で、市川三郷大塚地区拠

点工業団地第２期、今、問題になっているところかと思うんですけど、環境整備

をしたとありますけれども、環境整備をしたというのは具体的にどんなことをさ

れたんでしょうか。多分それが問題になっているそういうことかなと思うんです

けど。 

 

相原企画課長  平成２３年度は通常の管理をしていたということでございまして、草を刈った

りとか、あるいはロープで侵入できないようにしたりとか、そういう一般的な土

地の管理ということでの費用でございます。 

  

小越委員  草を刈ったりロープを張ったりするときには、そうはいってもその場に、現地

に行くわけでして、その時点で全く今の問題になっているような状況を把握する

ことができなかったということですよね。 
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相原企画課長  今回問題になっているケルに売却した土地につきましては、ケルのほうが準備

工事としてことしの３月から調整池の工事を始め、それで掘削をしていく中で４

月の末に石が出てきたというふうなところの通報を受けたということでござい

ます。昨年度の間にここの問題についての今回のようなことを承知するという状

況にはなかったというふうに考えております。 

  

小越委員  多分、ここは造成してからずっとこのままで、毎年毎年環境整備を実施したっ

て、毎年多分あったと思うんです。それで毎年草刈りやって、毎年ロープ確認し

て、その現場の近くに行ってわからなかったということは、その上に明らかにわ

からないようにする何か工作をしていないと、わかるんじゃないかなと思うんで

すよね。 

  ということは、この何年間、環境整備でそこの現場に、すぐそこに行っていな

がらわからなかったということは、意図的にいろいろな転石や廃棄物を見えない

ようにしていたっていうふうに、まあ、だれがやったかわかりませんけれども、

そういうことを考えるんじゃないでしょうか。 

 

相原企画課長  これは私の口から言っても、ですけれども、断じてそういうことはないという

ふうにここでは申し上げさせていただきたいと思います。この土地は１９年から

２０年にかけて整地工事を行いました。その段階で山になっているところは切っ

て、そこから土を取って低いところへ持っていって盛土をして転圧をするという

工事を１９年から２０年にかけて行ったところでございまして、それは設計書ど

おりにそういう工事が行われたわけでございまして、その後それはきちんと整地

がされて、その後は雑草とかが生えているような状態だったというふうに承知し

ておりますが、これは販売前にそういった状況がわかるというふうなことは全く

ございません。 

  

小越委員  土地開発公社がわからなかったのではなく、その造成した土地の、過去の土地

に工事の中でこういう事態が発生したというふうに土地開発公社、県は認識して

いるということですよね。 

 

相原企画課長  過去の公共工事の残土の搬入、またはそのときの整地工事の問題、そこら辺ま

での間のことが原因として考えられるというふうに思っておりますけれども、今

後それはまた調査委員会でよりはっきりするものと考えております。 

  

小越委員  この問題はまたちょっと違うのでこれで終わりにしますけど、最後に、先ほど

鈴木委員からもありましたけれども、この土地開発公社、米倉山造成にかかると

ころで、この１３ページを見ますと、差し引いた特別損失１１０億円ですよね。

今、米倉山に、あそこに太陽光パネルがついたので、米倉山の特別損失が、もの

すごいお金を費やしたけど損していることが忘れ去られているような感じがあ

るんですけど、そうじゃないと思うんですよね。米倉山造成に１１０億円も損失

をつくっていて、今回もこのような損失が出てくるかもしれない。先ほど、大月

の分譲地が 5 億で売れたから、それが費用のところで、もしかすると今回の問題

がその中で済めばと思うんですけど、それで済むかどうか、私はちょっと疑問に

思っています。隣の分も含めれば。 

  それで、米倉山、土地開発公社、それから高度化資金や林業公社や住宅公社や、

そのことを含めるとものすごい金額のお金が、２００億、３００億というお金が

毎年毎年、県民の税金から損失補てんに行っているんですよね。それが山梨県の

借金財政をつくっている一つだと思うんです。 
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  その中では、先ほどお話にありました、国に言われて頭脳立地の計画の中にビ

ジネスパークをつくったとかありますけど、やっぱり国に言われたままにこれを

つくってきたということを反省しない限り、また同じことを繰り返すと思うんで

す。山梨県として何が必要なのか、今、何が必要なのか、それが１０年後、２０

年後、どのぐらい借金が積み重なるかということをやっぱり考えないと、国に言

われたことままのをやっていたのがこういう大きなツケを招いていったんだと

いうふうに思います。 

 

 

その他     ・閉会中も継続して審査する出資法人について閉会中の審査の方法は、現地調査

によることと決定され、その日時、場所等の決定については委員長に委任された。 

・本委員会が審査した事件に関する委員会報告書の作成及び委員長報告並びに調

査報告書の作成及び調査報告については委員長に委任された。 

        ・閉会中もなお継続して調査を要する事件については配付資料のとおり決定され

た。 

        ・８月中に実施する県外調査の日時、場所等の決定は委員長に委任された。 

        ・平成２４年５月２２日に実施した県内調査については、議長あてにその報告書

を提出したことが報告された。 

 

以   上 

 

                            総務委員長 望月  勝 


